

























































































































方，多様な技術を育てるスポンサーシップ制度（事例： NE C の研究テーマの
社内コンペ， 3Mのジェネシスプログラム），人材の多様性を育てる教育シス




















































3. 戦略的ゆらぎの企業組織への組み込み事例6 ）ー 1 0) 
(1) Stirring 型ゆらぎモデル： S ON Yの事例









な仕事を請け負い（ 1946年～）， NH K技術研究所と共同で高性能マイクロフォ
ンや立体音響システムの開発（ 1952年）， NH Kに納入するための放送録音用





1958年に社名を東京通信工業から S ON Y に変更したのは事業のグローパル
化と多角化を見据えてのことである。実際，ソニーは1961年から輸入雑貨（ソ
ニープラザ），旅行代理店（ソニートラベル）など多角化に乗り出す。その中
で最も注目すべき事業は 放送機器製品の納入で繋がりのあった CB S社（レ
コード部門）と 1968年に折半出資で発足させたC BS· ソニーレコード（現ソ
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ニーミュージツタエンターテイメント： S ME ）であろう。この事業は，最後
発ながら開始から 10年で業界トップとなった。更に1989年にはコロンピアピク



























デオから静止画像を取り込むソフトなど， A V というソニーのコア技術での強
みをベースとした脱ビジネス型のP C であり 停滞する P C市場の中でヒット
を続けている。
創業から半世紀の1997年，ソニーは更に多角化戦略としてデジタル衛星放送
































































































-- -- 均一! 申－-- 司－明，
E






















a’,, 、ーーーーーーーーーーーー 、．田ー－ーーーーーーーーー・醐辱ーーーー’ 』ーーーーー－’
企業進化 1サイクルー一一一 2サイクルー一一一一 3サイクル 4サイクル~


























またA V と I T技術の融合を図るために従来の中央研究所に加えて，技術の
芽を育てるための土壌として 4 つの研究所を新設した。それらは
1 ）開発研究所：次世代ビジネスの核となる新システムや商品の開発
2 ）アーキテクチャ研究所：ソフトやネットワークを含めた I T事業に関わる
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開発
































と呼ばれる組織である 1 0 ）。 AB B は1988年にスウェーデンのアセア社とスイ
スのブラウン・ボベリ社が合併して生まれた企業である。 AB B社は，売り上










































現在の 3Mは 7 万人の社員が 5 万種類の製品を売る巨大企業であり，なお且




工業用 工業用 消費者用 包装用




人歯科 サージ 医療 ライ力 整形外科

















































bate された技術は効率的に価値創造に， incubate された新事業は確実に利益
に繋がるように，非常に強い“方向づけのルール”（Directional Rule）を併
せ持つことが重要である D 各事業部に課せられた幾つかのルールがその“方向
づけルール”に相当する。それらは 1 ）税ヲ i き前売り上高利益率を20～25%,
2.）自己資本利益率を20～25%, 3 ）実質売り上げ成長率を10～ 15%, 4 ）過
去 4 年間に出した商品の売上高比率を30% にする という非常に厳しいルール
である。 1 ）と 2 ）は事業収益性の確保， 3 ）は事業成長性の確保が目的であ







3Mは，売り上げ総額（ 1995年度） 135億ドル（対前年十10.8% ），営業利益





















る。事業部研究所では75% を既存商品関連の研究に， 25% を新技術開発に，セ










3Mにはテクノロジープラットフォーム（以下， T P ）と呼ばれる基盤技術の
場がある。それらはマイクロ複製技術，フィルム技術，不織布技術，電池技術，
フッ素化技術，複合ポリマー技術，粘着技術などであり 約40の基盤技術が認




経営 高い対売上げ新製品比率 －過去 4 年間での新製品比率 30%
戦略 －過去 1 年間での新製品比率 10%
企業買収 シナジー効果の検討，小さな相手の規模
組織 成長分割症候群 基本：ユニットを小さく保つ
年間 2 0 0 0 万ドル売り上げを目安とする事業






インセンテイプ制度 基本；報酬より名誉を（ 1 2 の社内賞）
・カールトン賞 ·3Mのノーベル賞（ 2 ～ 3 人／年）










技術 テクニカルフォーラム 全研究員の自主的情報交換の場， 3Mの学会
テーマの新技術開発の比率 事業部 25% ，セクター 75%
15%ルール 就業時閣の 15%は将来の夢への投資可
不文律 第 1 1 番目の戒律 汝，アイディアを殺すなかれ
開発神話と失敗談と英雄 例：ポストイットストーリーや会長の失敗談
ブートレッギング（酒の密造） 会社設備で密かに進める研究
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て年 1 回開催される。ここには 3M全社から集まった技術者が自分のアイデイ
アと他技術との融合による商品化，技術に対するニーズの可能性を探るのであ
る。










したA V事業を I Tベースで捉え直すと全くの成長分野となることを証明した















や「プレジデント直轄プロジ、エクト J, 3Mの「ペーシングプラス J や「事業
化後の厳しい財務基準」などである。 “ゆらぎ”は発生・育成と同時に， “ゆ
らぎのコントロール機構” “強い自律性” “全体戦略” “収益性への貢献の適
正な評価”が同時に働かないと，実際には機能しない。特に難しいのは“収益
性への貢献度の社内的評価”であろう。 “戦略的ゆらぎ”によってもたらされ
表 3 ソニーと 3Mの“戦略的ゆらぎ”を軸とした比較
一一一一一一一 ソニー 3M ゆらぎの主要因子 放送／アミューズメント分野 顧客の声／多様な技術群
とのシナジー
ゆらぎの育成因子 社内提案・公募制など 表V-2 参照
方向付け因子 トップのリーダーシップと 事業化後の財務基準
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